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会　計
収　入
（歳　入）
（A）

支　出
（歳　出）
（B）

収　支 翌年度に
繰り越した
経費（D）

実質収支

（C=A−B） （C−D）

一般会計 496億円 487億円 9億円 3億円 6億円

特別会計 249億円 246億円 3億円 0円 3億円

合　計 745億円 733億円 12億円 3億円 9億円

平成22年度　決算状況

合併当時と比較した財政の数値 ※会計は普通会計。市民一人当たりは、人口を10万349人で計算。

一般会計
収入（歳入）
496億円

地方譲与税ほか 21億円 4.2％
県支出金
28億円
5.7％

国庫支出金
58億円
11.7％

地方
 交付税
    97億円
       19.6％

市債
84億円
16.9％        繰入金

2億円 0.4％
繰越金
8億円 1.6％

使用料ほか
21億円
4.2％

諸収入
25億円
5.0％

市税
152億円
   30.7％

依存
財源
288
  億円
    58.1％

自主財源
       208
         億円
          41.9
              ％

一般会計
支出（歳出）
487億円

積立金、出資金、貸付金
29億円　5.9％

他事業
支援金
48億円
　　9.9％

補助金
50億円
10.3％

管理費
54億円
11.1％

建設費
74億円
15.2％

福祉医療費
74億円
15.2％

借入金返済
75億円
15.4％

人件費
83億円
17.0％

平
成
23
年

９
月
30
日
現
在

会　計
予算額 収　入 支　出

（A） 金額（B） 割合（B／ A） 金額（C） 割合（C／A）

一般会計 461億円 205億円 44.5％ 165億円 35.8％

特別会計 271億円 82億円 30.3％ 99億円 36.5％

合　計 732億円 287億円 39.2％ 264億円 36.1％

水道事業
収　益
（A）

費　用
（B）

純利益
（C＝A−B）

12億円 11億円 1億円
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※使用料ほか…手数料、分担金、
負担金、寄附金、財産収入を含む。

※地方譲与税ほか…地方消費税交
付金、地方特例交付金などを含む。

貯金（基金）残高の推移

借入金（市債）残高の推移

市税など（一般財源）の推移

19億円

7億円

34億円

20億円

21億円

19億円

6億円

32億円

19億円

20億円

19億円

6億円

32億円

19億円

20億円

18億円

6億円

30億円

16億円

18億円

18億円

6億円

30億円

16億円

23億円

17億円
6億円

30億円

14億円

26億円

17億円

6億円

30億円

14億円

30億円
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101億円
96億円 96億円

88億円
93億円 93億円 97億円
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61億円 74億円 85億円 93億円 100億円 112億円 134億円

607億円 597億円 578億円 579億円 554億円 521億円 518億円

668億円 671億円 663億円 672億円 654億円 633億円 652億円
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29億円

17億円

89億円

146億円

30億円

14億円

92億円

147億円

34億円

12億円

90億円

148億円

23億円

11億円
84億円

160億円

22億円

10億円

88億円

163億円

21億円

16億円

94億円

154億円

21億円

26億円

97億円

152億円

H22H21H20H19H18H17H16

281億円 283億円 284億円 278億円 283億円 285億円 296億円

　市民一人当たりに換算する
と、約10万円の貯金（基金）残
高です。

その他の基金
職員退職手当基金（職員の退職
金支払いのためのもの）
大規模事業基金（庁舎など大規
模な施設整備を行うためのも
の）
減債基金（借入金を返済するた
めのもの）
財政調整基金（赤字となった時
に補えるよう備えているもの）

地方譲与税等（国税のうち市
が受け取るものなど）
臨時財政対策債（※２）
地方交付税（地方の財政状況
に応じて国から配分されるも
の）
市税（住民税、固定資産税な
ど）

　市民一人当たりに換算す
ると、約65万円の借入金（市
債）残高ですが、実質の負担
は約26万円です。

　市民一人当たりに換算す
ると、約15万円の市税です。

　JR本郷駅や芸術文化センター ポポロの建設に大規模事業基金を取り崩した結果、平成22年度の貯金残高は
合併当時（平成16年度）と比べて、４億円減少しました。

　合併当時と平成22年度を比べると、建設事業債残高は89億円減少しましたが、臨時財政対策債残高が73億
円増加したため、全体では16億円の減少にとどまっています。
　また、平成22年度の建設事業債残高518億円のうち256億円と、臨時財政対策債残高の全額134億円の合計
390億円は、その返済に対して国が負担することになっていますので、市の実質負担は262億円です。

（※1）建設事業債…学校や道路などの整備時に借り入れるもので、国が返済額の約50％を負担します。
（※2）臨時財政対策債…�本来、国から市に支払われなければならないものを、市が立て替えて借り入れるもの

です。返済に対して国が100％を負担します。

　市が使い道を決められる市税など（一般財源）は、合併当時と比べると15億円増えました。その主な要因は、
地方交付税５億円と臨時財政対策債９億円の増加です。
※平成19年度の市税の増加は、国の税金（所得税）の一部を市の税金（住民税）に振り替えたこと（税源移譲）に
よるものです。

臨時財政対策債（※２）

建設事業債（※１）


